
 
 

令和２年５月８日 

保健福祉政策部 

 

 

住居確保給付金支給事業の状況について 

                     

 

１ 制度の概要 

離職・廃業後２年以内で、住居（賃貸）を失うおそれが生じている方に対して、就労支

援とともに、３ヶ月間の家賃助成を行っている。 

なお、国では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の状況を踏まえ、令和２年４

月２０日より対象者を拡げ、給与等を得る機会が当該個人の責に帰すべき理由や当該個

人の都合によらないで減少し、離職や廃業と同程度の状況にある方も支給対象とした

（別紙参照）。 

 

２ 申請件数 

（１）令和２年４月の申請件数  ９５０件（概数） 

（２）過去３年間の申請件数 

    平成２９年度    ７２件 

平成３０年度  １０４件 

令和元年度    １０７件 

     ※申請受付は、「ぷらっとホーム世田谷」（世田谷区社会福祉協議会）に委託

して実施している。 

 

３ 予算措置   

  令和２年４月２０日より支給対象を拡大したこと等により、申請件数が急増し、当初

予算に不足が見込まれるため、以下のとおり予算措置を行う。 

【事業費見込み】給付金概算 約 1,184,030 千円 

・当初予算額 28,000 千円に対し、４月末までの受付実績 58,661 千円（概算） 

・補正予算成立までに不足が見込まれる 31,015 千円を予備費で対応 

・今後必要となる 1,125,015 千円を第１回区議会臨時会に補正予算を上程予定 

・特定財源 国庫支出金３／４ 

 

４ 今後のスケジュール（予定） 

  令和２年５月１３日  第１回臨時会に補正予算を上程 
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